Ⅱ　検討ポイント

中国の金融危機にどう対処するか

中国が金融不安に陥った場合、潤沢な外貨準備が米国のＴＢとして保有されているため、これを大幅に切り崩すことは、米中関係の悪化をもたらす。また、ブラジル金融危機の沈静化に躍起となる米国は、中国の金融安定化まで手が回らない。よって、米中共同で日本に安定化資金を要求する事態が濃厚である。日本政府としては、中国に対し、どのような施策を用いるのか。

第二次アジア通貨危機にどう対処するか

中国本土の金融危機ならびに、対外的信用収縮が、ブラジル市場の混乱とともに香港市場の暴落をもたらす。これが、東南アジア諸国の株式市場の下落に直接の影響を与える。研究によると、香港市場におけるハンセン指数１０００ポイントの下げに対して、東南アジア諸国の株式は、平均５～１０％程度下落するという結果が得られている。また、安保面では、これがインドネシアの暴動を喚起する。日本政府は、この第二次アジア通貨危機にどう備えるのか。
円高対策をどうするか
ブラジル金融危機、中国の金融不安のあおりを受け、米国はドル安政策に振れる。そのあおりを受け、３月にかけて強烈な円高に突入する可能性がある。その場合、輸出型産業は言うに及ばず、大部分の資産を海外で運用する銀行、特に生保などへの影響は大である。現在銀行、生保の統合が進んでいるが、一部は決算期を前に倒産に追い込まれる可能性もある。円高対策のひとつの案としては、国債を日銀が買い上げるという方策が考えられるが、シミュレーションでは、１０兆円規模のファンドを海外で「一時的に」運用する「調整インフレ」というオプションも検討された。宮沢蔵相の提案による「アジア通貨危機支援基金」の海外での活用は有用であるが、金額は妥当か。また、米国との調整は進んでいるか。

北朝鮮の脅威にどう対処するか

シナリオでは、米国側との交渉が進展せず、また世界的な経済不安のなかで「忘却される」ことを嫌った北朝鮮政府が、テポドンの二回目の発射を断行する。この場合、北朝鮮側が、「衛星を発射する」という内容を事前に日本政府に伝える場合と、前回のように事前報告なしで発射する場合とでは、日本政府の対応も違ってくる。それぞれについて、対応を考えておく必要がある。さらには、北朝鮮が「核の保有」を宣言する可能性がある。この場合の政府の対応をどうするか。また、米国との事前の協議は進んでいるか。

ＮＹ市場暴落にどう対処するか

米国政府にとって最良のシナリオは、早い時期に、ＮＹダウ平均株価が徐々に７０００ドルまで下落し、バブルの冷却化を進めた上で軟着陸。大統領選が始まる２０００年にむけて再び株価が上昇することである。しかしながら、そのために利上げなどの操作を行うことは、株式の暴落につながる恐れがあるため、ブラジルその他の金融危機を抱える米国としては、不可能なシナリオとなる。よって、どの時点で米国金融市場が軟着陸し得るのか、または、し得ないのかに関しては先行きが不透明である。現在のバブルがはじけた場合、「マイナスの貯蓄」をしてまで資産を運用する米国民が蒙る影響は、日本国民の比ではないことは確かである。いったん米国が金融がらみの混乱に陥った場合、その混乱を回避し得るのは、（１）再び日本が世界経済の牽引役をつとめるか（この場合、日本経済がそれまでに立ち直っているという前提が必要）、または世界同時不況という最悪のシナリオの場合は、（２）米国が戦争オプションを選択する可能性が考えられる。

有事の備えはあるか

最近の北朝鮮の動き、中東の動きを見ると、日本周辺、および日本の重要な国益の絡む地域における戦争勃発の可能性は否定できない。日本政府としては、有事法制の整備および日米ガイドラインの実効性確保などが早急に用意されるべく努力しているか。
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